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１１１１前回までの審議会における前回までの審議会における前回までの審議会における前回までの審議会における主な意見主な意見主な意見主な意見    【令和元年度第１回審議会（７月【令和元年度第１回審議会（７月【令和元年度第１回審議会（７月【令和元年度第１回審議会（７月22224444日）】日）】日）】日）】 

項目 ご意見等 発言者 回答 

管理職に占

める女性の

割合 

県をリードする立場の県職員の女性管理職と女性のトップ層の現状はどうか。 宮島委員 

県職員の女性の管理職の割合は目標値10％のところ、H31年４月で8.4％。増加傾向にある

が、全国と比べて低い割合と認識しています。また、女性の部長級の女性は４名、部長・課

長級を含めて8.4％です。 

児童虐待と

ＤＶ対策 

配偶者からの暴力に加えて子供への虐待が同時に起きているという現状にあって、これを一体して対

応する必要があると思われるが、県ではどのように考えられているか。 

尾臺委員 

児童虐待とＤＶの関係、非常に密接に結びついており、問題であると考えるとともに、さ

らに悲惨な児童虐待等が増えていることもあり、この４月から県民文化部に児童相談養育支

援室を設置し、児童相談所と一体となって取り組んでいるところです。 

計画の推進

体制 

男女共同参画計画に沿って様々な事業を各部局で実施しているが、部局間の連携がされているか。 根橋委員 

基本的には部局間、全ての施策を連携して実施していくものと考えています。具体的に改

善が必要という部分はご意見をいただきながら進めてまいります。 

市町村支援 

県内市町村の取組のばらつき、温度差があると思うが、進捗状況はどうか。 

市町村の力量に差がある。男女共同参画社会づくりの重要性はわかっているが、小規模の町村では取

組が遅れている。これからは女性の力が発揮できる仕組みを考えていく必要がある。ぜひ連携をお願い

したい。 

 

女性の活躍に関する推進計画未策定の市町村への働きかけについて、県では、どのようなアプローチ

をしているのか。第５次計画では、もう少し踏み込んでいただきたい。 

古田会長  

唐木委員 

 

 

 

高島委員 

市町村規模により人員体制に差があると認識している。その中で、全ての町村で同じよう

に実施することは難しいと感じており、また、県と市町村の役割分担についても今後の課題

と考えております。皆さんにご意見を頂き、第５次計画等に反映してまいりたいと思います。 

 

現在、市町村男女共同参画策定支援事業として、希望のあった市町村に意識醸成講座を開

催する支援事業を行っています。地域に偏りがある状況や小規模町村に計画未策定が多いと

いう特徴もみられます。町村と県の役割分担も含めて、検討していきたいと考えています。 

第５次計画 

計画推進のこれまでの成果と課題をどう整理するのかが重要。関係団体等との意見交換や関連する会

議との連携もお願いしたい。 

根橋委員 ご指摘は非常に重要と思います。 

次回審議会以降で論点整理をしていく中で、第４次計画の総括をしていきたいと考えてお

ります。 第４次計画の総括はいつされるのか。しっかり総括をして、目標の進捗についてなぜ達成できなかっ

たのか、きちんと捉えていく必要がある。 

唐木委員 

 

長野県はこのままだと、人材獲得競争に負けるのではないか。次期計画は現計画の継続ではなく、相

当大胆なことを考えたり、今までと違うことを打ち出していかないと変わらないのではないか。 

女性の活躍というよりも地方の創生にとって、若い女性を引きつけられるかどうかがその地域の未来

を決めるとまで言われている。 

施策の対象として、経営者と行政。経営者と県、県議会の意識が変わるということは大事。教育の面

からは女の子たち。ターゲットごと、効果のある施策を打ち出していければいい。 

宮島委員 第５次計画、少しメリハリをつけたものにしなければいけないだろうと思います。また皆

さんのご意見をいただきながら、どこに重点を置くのかを打ち出していきたいと考えていま

す。 

 

ワーキンググループ設置などの検討をしてほしい。データの立体的な分析が大事。例えば、県職員の

女性管理職割合について、経過として女性の母数との関係や男女別の採用状況等、厚みある分析が必要。 

第５次計画策定に向けて、ドラスティックに検討していく手法を考えたほうがいいのではないか。第

５次計画では、何か一つのことを捉えて検討する意志を示せるものも必要ではないか。 

髙島委員 今後、ご議論いただく部分かと思いますが、第５次計画にはメリハリをつけるような方向

を、どんな形がいいのかは今後の話になりますけれども、念頭に置きながら検討していただ

ければと思います。 

かなりドラスティックな、そして何が変わったのか、何を進めていくのかがわかる計画にしたい。 古田会長  

意識調査 

調査は基本的に、意識変化を見ているものであり、項目は変えないほうがいい。 

また、高校生に対しての質問でなぜ子育てについて落とすのか。 

私も全く意見は同じで、この項目はやはり残しておいていただいたほうがいい。 

 

同様に、安曇野市で実施の高校生との合同講座で、生徒たちが結婚願望というものも口にしている。

人口減少が進む日本において非常に重要な生徒の意見であり、今後いかに子育てをしていくかという人

生設計、これは大事なところなので、この項目は残したほうがよいと思います。 

 

考えたことがない人がいるかもしれないという仮説なのであれば、考えたことがないという回答をつ

くればよいのではないでしょうか。 

髙島委員 

 

新津委員 

 

尾臺委員 

 

 

 

福盛委員 

県民意識調査の項目については、審議会のご意見を踏まえ、基本的には前回調査項目と同

様に調査することとします。ただし、他の個別計画等で対応している２項目については削除

（変更）します（「防災・災害復興対策」は削除（H26 調査 問 13）、「DV・暴力対策」は男女

共同参画センターの相談業務の検討資料とするため内容変更）。 

高校生の意識調査の項目については、審議会のご意見を踏まえ、前回調査項目は同様に調

査することとします。ただし、問９の「子育ての希望について」の選択肢に「７ 考えたこ

とがない」を追加し、「男女共同参画関連の学習の有無と学習時期について」の 1 項目を増

やします。 

 

 

資料４ 
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前回審議会の主な前回審議会の主な前回審議会の主な前回審議会の主な意見意見意見意見    【令和元年度第【令和元年度第【令和元年度第【令和元年度第２２２２回審議会（回審議会（回審議会（回審議会（11111111月月月月18181818日）】日）】日）】日）】 

項目 ご意見等 発言者 県としての考え方 

政策・方針決

定過程への

女性の参画

拡大 

女性が自治会長やＰＴＡ会長になるには家庭内の理解向上という部分での施策も考えられる。 

女性枠を設けるといった事例など、県内で情報交換やノウハウの共有をし、ボトムアップしていくことも考えられる。 

県が女性を対象にしたリーダー研修や意識改革の研修を実施して、県全体を牽引していくことも必要ではないか。 

会長の役割や仕事内容の明確化、自治会行事や役割の見直しを行うなど、地域のみんなで役割を担えるような仕組み、

システム作りが必要ではないか。 

地域のことに男女が共に参加する体制をつくっていかなければいけないのではないか。 

地区ごとの事情に応じた施策を考えていく必要がある。自治会の負担軽減は、行政に課せられた課題と思っている。 

福盛委員 

古田会長

髙島委員 

宮下委員 

小林委員

唐木委員 

「固定的な性別役割分担意識の解消」について、地道であっても進めてい

かなければいけない課題と捉えています。 

これまで、有効な施策を見いだせていないということについては、市町村

ごとに相違する状況を掴みきれていないことも要因の一つと考えています。 

今後、市町村と連携し、地域ごとの女性参画促進に関する課題分析と対応

策の検討に取組んでまいります。 

「県の審議会等委員に占める女性の割合」では、新たな女性委員の発掘は難しい状況であるということについて、何

が難しいのか、深堀りが必要。県内では人材が見つからないとすれば、対象を県外に広げるなど努力が必要ではないか。 

山極委員 

専門分野の団体推薦の在り方を再確認するするとともに、引続き、公募の

活用や専門資格の拡大等により人材の掘り起こしをするよう、担当課への働

き掛けを継続してまいります。 

雇用の場に

おける男女

の均等な機

会・待遇の確

保と女性の

職域拡大 

中小企業にもたくさんある成功事例をピックアップして県内に情報発信してはどうか。 

育児や介護で離職した方が正社員になれない。子育てや介護していると難しい。企業側にそういう考え方が根強い。 

トップが変わればという話もあるが、トップよりもその周辺の人の教育機会を増やす必要がある。 

女性が積極的でないことが理由にされるが、一人ひとりが、その能力を最大限発揮できる形をみんなで考える必要が

ある。労働者の効果的な働き方を根本的に考えるという視点をどこかに入れていただきたい。 

自治体職員も非正規雇用が多く、またその７割、８割が女性であり、その状況は何十年も変わっていない。 

山極委員

福盛委員 

宮島委員 

中村委員 

女性活躍推進セミナー等の実施に当たっては、より身近で有効な手法など

の、県内企業にとって魅力的な情報提供が行えるよう、実施内容を検討して

まいります。 

女性社員対象のスキルアップ研修で、一歩、踏み出そうという人が出てきているが、少ない女性社員の中でだれをど

ういうふうに育てていくかが次の課題と捉えている。 

小林委員 

県内企業の多くを占める中小企業で働く女性のキャリア形成を促進する事

業を実施してまいりたいと考えています。 

県外でキャリアを積んだ女性たちに対する、起業支援やネットワークづくりなどの支援も考えられるのではないか。 古田会長 

 今後、市町村等と連携を図り、様々な立場の県民との意見交換を実施し、

女性のネットワークづくりやエンパワーメントに取組んでいきたいと考えて

おります。 

女性が農業分野や基幹産業の土木業でしっかり所得が得られる仕組が必要。次期計画の中では産業や労働部門につい

てもう少しきめ細かく、取組んでいく必要がある。 

高島委員 

 長野県就労促進・働き方改革戦略会議における分野別会議との連携を図る

など、分野ごとの課題を整理したうえで、取組んでまいります。 

困難を抱えた

女性等が安心

して暮らせる

環境の整備 

女性が経済活動に参画してその能力を発揮する一方で、非常に困難な暮らしの中で、希望を見出せない女性を輝かせ

ていくという施策が必要。女性が弱い立場に置かれているという理解や共感を深める施策を実施すべきではないか。 

高島委員 

様々な困難を抱えた女性（ひとり親・高齢女性・障がいのある女性・外国

人女性）等が安心して暮らせるよう、それぞれの置かれている立場への理解

促進を図るとともに、相談体制の充実や就労促進などの経済的自立に向けた

取組を実施してまいります。 

女性に対す

るあらゆる

暴力の根絶 

学校教育の中で、人権教育も含めて一緒に考える場面が必要ではないか。デートＤＶの講座の中では、自ら身を守る

といったことや個人情報をネットなどで扱うことについて、もう少し厚みのある教育をしたほうがいい。 

高島委員 

男女共同参画センターでは、デートＤＶの防止セミナーを実施しており、

年間約10校に講師を派遣しています。 

学校教育の中では、一人一人が自分の個性や能力を十分発揮することや男

女平等の学習は意識して行っており、さらに教員に対する研修、学校人権教

育研修会なども実施しているところですが、女性に対する暴力をめぐる状況

は多様化がみられることから、状況に応じて適切に対応していく必要がある

と考えております。 

様々な支援機関・団体等との一層の連携を図り、強化していく必要がある。 古田会長 
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項目 ご意見等 発言者 回答 

計画全体 

第４次計画のめざす姿の一つとして掲げられている「豊かな自然と共生し多様な生き方ができる信州暮らし」は、長

野県の魅力としてかなり大きいところ。農林業への女性参画は、農村暮らしのモデルとなり、移住者の増加も期待でき

るため、そんな視点も意識してほしい。 

県外から見た長野県には魅力がある。温泉やおいしい果物があり、文化も高い。上手な情報発信が必要ではないか。 

長野県は魅力があって、究極な危機感にたどりつきにくい。必死な都道府県にいつか負けてしまうという危機感があ

る。次期計画には、今までと同様に現状に即した取組はもちろん、少し象徴的なものをつくったほうがいい。例えば男

性の育休で一歩先取った取組やSociety5.0、再生エネルギーなど、長野ならではの内容を考えていく必要がある。 

山極委員 

宮島委員 

古田会長 

 第５次計画について、長野県の特色も踏まえた内容としたいと考えており

ます。委員のご意見をいただきながら、計画の策定を進めてまいります。 

 

また、計画の推進にあたっては、「信州らしいの魅力、強み」を活かした特

色ある取組を行うよう、関係課と更に連携を密にして実施したいと考えてお

ります。（例えば、「信州らしい暮らし方」の情報発信や体験の場の提供（テ

レワーク、起業、就農、信州やまほいく等）） 

男女共同参

画センター

について 

長野県は縦に広いので、会場に行けない人が近所でビデオ通話でも聞けるというようなことや市町村単位ではなく広

域連合みたいな大きなくくりで連携を図ることも考えられる。そして、次のステップは家でもネットでつながる、配信

するというようなことを入れてもらえればと思います。 

センター同士の横のネットワークを構築したり、長野県以外の女性グループ、女性団体との研修に行ってみようかと

か、そういう情報の双方向のやりとりみたいなものを考えたらどうか。広い意味で女性の連帯につながるので、国立女

性教育会館も含めたネットワークづくりの研究をしていく必要がある。 

福盛委員 

高島委員 

男女共同参画センターについては、「時代が求めるニーズの変化に対応した

センター」を目指し、その機能の見直しを図ってまいります。 
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